
様式４ 

                               令和５年７月１２日 

 

        高根地区第２回学校運営協議会会議録 

 

 本高根地区第２回学校運営協議会の会議結果は、次の通りです。 

日     時 令和５年７月１２日（水） 

 

場     所 高根小学校 

 

出  席  者 柳沢、阿部、日野、行成、渡辺、田野、松本、三芳校長、原

校長 

 

 

欠  席  者 大澤、市川、小倉  

 

審 議 事 項 

及び決定事項等 

１ 第１回小中連絡会報告について 

 【決定事項等】 

  特になし 

 

２ 物品移動、廃棄作業について 

 【決定事項等】 

  特になし 

 

３ 後期課程制服の承認について 

 【決定事項等】 

  承認決定 

 

 

会 議 資 料 １ 物品移動、廃棄作業計画 

２ 埼玉県地域学校協働活動推進セミナー 

３ 令和５年度高根小中学校日課表案 

４ 後期課程制服 価格表案 

会 議 の 経 過 １ 第１回小中連絡会報告について 

原：６月２６日（月）午後に授業参観や部活動参観後、各部

会に分かれて話合いを実施。三役は日課表について協議し



た。日課表案の説明（資料３）。 

委員：部活はいつあるのか。 

三芳：平日は月火木金。土日はどちらかが休み。 

原：８月２８日から R5年度教育課程を計画していく。 

藤田：生徒指導部会、特別活動部会、清掃部会、安全部会、

給食部会、図書部会、教育相談部会について説明。 

議長：いつまでに決定するのか。 

三芳：最後は来年４月３日に決定する。 

議長：決定事項はいつ発表するのか。 

三芳：大きくは２月の入学説明会にて保護者には説明する

予定 

原：決定した段階で適宜保護者へ伝えていく。 

委員：チャイムの回数は３回しかならないのか。 

原：はい。 

 

２ 物品移動、廃棄作業について 

橋本：資料１を説明。 

議長：階段を使って下ろす方法は、そりを使ってする。 

橋本：松本館長より毛布２０枚を今年度借りることができ

た。 

委員：なぜ引っ越しに買い取り業者を使わないのか。電化

製品などはお金になるのではないか。SDGｓ的にどうなの

か。 

小坂井：税金で購入しているため、売却することはできな

い。また、引っ越し業者を予算的に雇うことができない。 

橋本：この後、実物を見て作業工程を検討する。 

委員：公民館の募集者はどこで作業場所を確認できるか。 

橋本：当日の受付で伝える。 

議長：当日資料の配付は配置図のみでよいのでは。 

委員：配置図を受付で渡せるようにしておく。 

 

３ 後期課程制服の承認について 

三芳：後期課程制服について説明。（資料４） 

議長：安くなるので、とてもよい。 

議長：反対の方がいないので、承認といたします。 

 



４ 埼玉県地域学校協働活動推進セミナーのお知らせ 

橋本：埼玉県地域学校協働活動推進セミナーの説明。（資料

２） 

小坂井：第 2 回コミュニティ・スクール研修会になるかも

しれない。 

 

 

           日高市学校運営協議会規則 

（設置） 

第１条 日高市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律（昭和31年法律第162号。以下「法」という。）第47条の６第１項ただし

書の規定に基づき、日高市学校設置条例（昭和46年条例第40号）に規定する小学校及び

中学校における相互連携その他の運営並びに当該運営への必要な支援に関して協議する

ため、別表左欄に掲げる小学校及び中学校につき、同表右欄の学校運営協議会（以下「協

議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、法第47条の６第４項から第７項までに規定する事項のほか、前条の設置

の目的に係る協議の対象とする小学校及び中学校（以下「対象学校」という。）につき、

次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第79条の９第１項の規定により小学

校における教育と中学校における教育を一貫して施すための必要な支援に関すること。 

(2) 小学校及び中学校において相互に密接に連携し、その所在する地域の特色を生かした

教育活動を行うための必要な支援に関すること。 

（法第47条の６第４項の教育委員会規則で定める事項） 

第３条 法第47条の６第４項の教育委員会規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 教育目標及び学校運営に関する事項 

(2) 学校施設の管理に関する事項 

（法第47条の６第７項の教育委員会規則で定める事項） 

第４条 法第47条の６第７項の教育委員会規則で定める事項は、対象学校の職員の採用、転

任及び昇任に関する事項（特定の個人に関するものを除く。）とする。 

（組織） 

第５条 一の協議会は、委員10人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者について、教育委員会が任命する。 

(1) 対象学校の所在する地域の住民 

(2) 対象学校に在籍する児童又は生徒の保護者 

(3) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第９条の７第１項に規定する地域学校協働活動



推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者 

(4) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める者  

３ 教育委員会は、前項第１号に掲げる者について委員を任命する際は、公募するものとす

る。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第７条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 協議会に副会長を置き、会長がこれを指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第８条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（関係者の出席等） 

第９条 協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明若しくは意

見を聴き、又は関係者から資料の提出を求めることができる。  

（守秘義務） 

第10条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

（委任） 

第11条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日から平成32年３月31日までの間、第６条の規定の適用については

、同条中「２年」とあるのは、「１年」とする。 

 

 


